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1　は じ め に

1　研究のねらい
　東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故から 4 年目に入った。しかし福島県外で

多くの避難者が「仮の住まい」での生活を現在も強いられている現状がある。借り上げ住宅は，応急

仮設住宅に準じた扱いとして 1 年ごとに延長され，長期化している。また帰還については，福島県外

から県内の借り上げ住宅へは認められているが，県外への住み替えは基本的に認められておらず自己

負担となっている。県外避難者は，今後の見通しが立てられないなかでニーズは変化し，避難先への

「定着」か福島への「帰還」かという選択の厳しい判断を迫られている。

　このような背景から，本稿では，避難者の住環境及び意向の現状を把握するために，埼玉県と東京

都内において避難生活をおくる福島県民世帯を対象に，郵送による調査を実施した。分析方法は，住

環境評価においては，震災前後の住宅の所有・形態の比較，住環境の満足度評価を震災後 2 年と 3 年

の時点で比較した。意向に関しては，借り上げ住宅入居者を対象に，家賃支払い方法の違いによる意

向の把握，年代・家族形態別にどのような要因が住み替え意向に影響しているかを検討した。このよ

うにして得られた住環境と意向に関する知見から，大規模災害時における再建に向けた今後の課題を，

提言を含めて示したい。

2　調査の概要
　本調査は，震災および原発事故により，埼玉県と東京都内において避難生活をおくる福島県民世帯

を対象として郵送調査を実施したものである。第 1 回調査を震災後 2 年の時点である 2013 年 3～4 月
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福島原発事故による県外避難者の
住環境評価と意向

1　借り上げ住宅制度：当該制度は，災害救助法第 23 条 1 項 1 号（収容施設（応急仮設住宅）の供与）の弾力運用
による。大規模災害が発生した場合において，住宅を失われた被災者の住居が早急に確保されるよう，災害救助法
に基づき，受け入れ都道府県が民間賃貸住宅を借り上げ，避難者に提供するものである。
2　本稿は，2013 年 3 月と 2014 年 3 月に震災支援ネットワーク埼玉（SSN）と早稲田大学「震災と人間科学プロジ

ェクト」の協働により行われたアンケート調査解析結果報告によるものである。
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に避難者 4,268 世帯を対象として行い，さらに第 2 回調査を 2014 年 3～4 月に避難者 3,599 世帯を対

象に行った。回収数は，2013 年は 530 件（回収率 12.4％），2014 年は 772 件（回収率 21.5％）であった。

3　県外避難者数と転居回数
　福島県の報告によると，県外避難者は 2014 年 3 月時点で，全国で約 4 万 7,149 名となっており，

福島から埼玉県内への避難者数は 5,077 名，東京都内へは 6,296 名である。2014 年調査のこれまでの

転居回数の平均は埼玉 4.6 回，東京 4.3 回，この 1 年間での転居回数は埼玉・東京ともに 0.6 回であ

った。北後ら（2006）の行った阪神・淡路大震災の被災地の調査では，避難所→仮設→復興公営住宅

まで平均移転回数が 3.05 回，被災市街地へは 2.34 回との報告がある。県外避難者の転居回数は，現

在避難中であることを考慮すると，阪神・淡路大震災の調査よりも平均 2～3 回多いと言える。

2　震災前後の住環境の不満に関する変化

1　震災前後の住居形態の変化
　震災前の福島での住宅の所有は，持家の割合が 8 割，建て方は一戸建てが 9 割であった。震災 3 年

後の 2014 年調査では，避難先の住宅の所有は借家（埼玉 62.0％，東京 57.6％），住宅の建て方は集合住

宅（埼玉 62.8％，東京 81.4％）の割合が最も高かった（表 1）。

　現在の住宅の所有について年度で比較すると，2014 年は埼玉・東京ともに 2013 年より持ち家が増

加，借家が減少傾向にあった。住宅の建て方は，2014 年は埼玉・東京ともに 2013 年より一戸建てが

増加，集合住宅が減少傾向にあった。地域で比較すると，東京よりも埼玉のほうが所有と建て方の変

化が大きかった。このように震災 3 年後の時点では，避難先で一戸建てを購入している世帯が一定数

おり，増加傾向にあることが把握できた。

2　住宅と，住宅のまわりの総合評価
　一般の人と住環境評価を比較するため，国土交通省の『平成 20 年住生活総合調査』の評価項目を

参考にした。「現在お住まいの住宅と，

住宅のまわりの環境について総合的にみ

てどのように思っていますか」という問

いに対して，「1. 満足している～ 4. 非常

に不満がある」の 4 段階の評価を得た。

『住生活総合調査』の全国・関東・東北

の各項目の不満率（多少不満＋非常に不

満）と，『本調査』の埼玉・東京の年度

別の不満率を図 1 に示す。

　住宅と，住宅のまわり（総合）の不満

率について，埼玉は 2014 年が 41.2％ と

表 1　住宅の所有と建て方の年度変化 （単位：％）　

震災前の
福島県

埼玉県 東京都
2013 年 2014 年 2013 年 2014 年

所有 持ち家
借家
社宅
間借り
避難所
その他
無回答

80.1
12.7
1.9
0.9
─
4.0
0.4

9.4
72.8
2.8
2.4
4.7
7.1
0.8

17.1
62.0
2.7
5.6
─

10.7
1.9

5.8
61.9
8.1
5.4
3.1

15.7
0.0

10.3
57.6
2.7
8.4
─

19.7
1.4

建て方 一戸建て
集合住宅
その他
無回答

88.5
9.8
0.5
1.2

24.3
72.4
3.3
4.5

30.2
62.8
5.6
1.3

10.0
89.5
0.5
1.8

12.4
81.4
4.9
1.4
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2013 年から大きな変化はみられず，東京は 2014 年の不満率が 38.1％ と 2013 年より 4.9 ポイント増

加している。住宅の不満については，埼玉は 2014 年が 54.5％ と 2013 年から 4.9 ポイント減少，東京

は 54.3％ と 2013 年より 8.1 ポイント増加している。地域別で比較すると，埼玉は各項目全ての不満

率が東京より高かった。

　一般の人を対象にした『住生活総合調査』の全国・関東・東北と比較すると，『本調査』の住宅は

埼玉・東京ともに不満率が高く，住宅のまわりは東京のほうが低いことがわかった。言い換えると，

東京への避難者は住宅のまわりの評価が一般の人よりも満足傾向である事実が明らかになった。

3 　避難先の住宅と，住宅のまわりの各評価について
　避難者の住環境評価の構成要素を把握するために，前項 2 と同様に 2014 年度調査の住宅 12 項目及

び住宅のまわり 10 項目の満足度の 4 段階評価を用いて，各因子分析（最尤法，Promax 回転解）を実

施した。因子分析は回答の奥に潜む要因をまとめるために共通因子を探り出す手法である。因子分析

の結果を基に評価項目を並べ替え，年度別（2013 年と 2014 年），地域別（埼玉県と東京都）に「不満率

（多少不満がある＋非常に不満がある）」を図 2 に示した。なお，一般の人と比較するため，『住生活総

合調査』の全国の結果もあわせて示した。得られた各因子を住宅は「F1 住宅性能」「F2 広さ」，住

宅のまわりは「F1 安心・安全」「F2 利便性」と解釈した。

　各項目の不満率は，埼玉・東京ともに 2013 年から 2014 年度に大きな変化はみられなかった。地域

別（埼玉，東京）で比較すると，住宅の住宅性能（F1）は埼玉のほうが不満率が高かった。また住宅

のまわりの安全・安心（F1）に関する項目の不満率は埼玉のほうが高い。住生活総合調査の全国と比

較すると，住宅の広さ（F2）の不満率が大変高い現状が続いていることがわかった。また利便性の不

満に関しては，一般の人と比較すると変化はみられなかった。

全国

関東

東北

2013 年

2014 年

2013 年

2014 年

（1）　住宅と，住宅の
　　　まわり（総合）

（2）　住　　宅 （3）　住宅のまわり

住生活
総合調査

埼玉県
居住世帯

東京都
居住世帯

28.4％28.4％

28.8％28.8％

28.6％28.6％

39.4％

41.2％

33.2％

38.1％

全国

関東

東北

2013 年

2014 年

2013 年

2014 年

28.4％28.4％

32.2％32.2％

33.4％33.4％

59.4％

54.5％

46.2％

54.3％

全国

関東

東北

2013 年

2014 年

2013 年

2014 年

31.7％31.7％

32.3％32.3％

31.7％31.7％

38.6％

39.8％

26.0％

28.6％

図 1　住宅と住宅のまわりの不満率
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4　避難先の住宅の広さについての問題
　上述の広さに関して不満率の高い結果を踏まえ，生活に必要な住宅の面積を明らかにするため，国

土交通省が推奨する「最低居住面積水準（以下：面積水準）」算定方法を参考に，震災前と現在の住ま

いの「面積水準」を判定した。更に，震災前と現在で同居人数に変化があった世帯は埼玉が 53.8％，

東京 56％ であることから，震災前の家族人数で集まった場合の「面積水準」の判定を示した（図 3）。

2014 年の現在の避難先の「面積水準未満」の割合は，埼玉が 14.0％ であり 2013 年より 4 ポイント減

少，東京は 15.9％ であり 2013 年度より 10 ポイント減少した。震災前の家族人数では「面積水準未

満」は埼玉 22.1％，東京 26.5％ であった。総務省統計局（2008）の調査によると，最低居住面積水準

未満の割合は福島県 5％，埼玉県 9％，東京都 21％ となっている。このような結果から，ほとんどの

避難者が震災前の福島での住宅は広さに関しては良好であったことがわかる。しかし現在の避難先で

の住宅の広さは，水準を下回る世帯が一定数おり，離散した家族が集まり団欒する，子どもの成長に

よる広さの不満などの現状が自由記述からも読み取れた。また「現在同居している家族と過ごす時間

がとれていない理由」について，「住居の中に家族が集まって団らんするスペースがない」と回答し

た割合が 21％ であった。

3

3　最低居住面積水準算定：国土交通省。
　住生活基本計画における居住面積水準で，世帯人数に応じて，健康で文化的な住生活の基本として必要不可欠な住

宅面積に関する水準である。単身者は 25�m2，2 人世帯は 30�m2，3 人世帯は 40�m2 である。

図 2　住宅と住宅のまわりの因子分析及び不満率
20% 40% 60%

F1
住宅性能

F2
広さ

F1
安心・安全

F2
利便性

住生活調査
全国

2014 年埼玉

2014 年東京

2013 年埼玉

2013 年東京

住宅 F1 F2
住宅の断熱性や気密性 0.88 －0.06
住宅のいたみの少なさ 0.84 －0.07
住宅の防犯性 0.80 －0.03
地震・台風時の住宅の安全性 0.78 －0.05
冷暖房の省エネルギー 0.72 0.05
外部からの遮音性 0.67 0.12
上下階や隣戸からの遮音性 0.62 0.14
高齢者などへの配慮 0.60 0.13
居間などの採光 0.44 0.23
収納の多さ，使いやすさ －0.02 0.91
住宅の広さや間取り －0.05 0.90
台所・トイレなどの使いやすさ 0.37 0.54

住宅のまわり F1 F2
治安，犯罪発生の防止 0.81 0.02
火災・地震・水害などに対する安全 0.80 －0.06
敷地のバリアフリー化 0.75 0.03
騒音，大気汚染などの少なさ 0.56 0.21
近隣の人たちとのコミュニティ 0.35 0.29
子どもの遊び場・公園など －0.07 0.86
緑・水辺など自然とのふれあい 0.17 0.62
日常の買い物，医療などの利便性 0.00 0.58
通勤・通学などの利便 0.16 0.50
敷地の広さや日当りなど空間のゆとり 0.35 0.37
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5　「福島での住宅」と「現在の住宅」の評価について
　先述したとおり，震災前はほとんどの避難者が持ち家の戸建だったが，震災後は 8 割の避難者が集

合住宅への入居となった。県外で住宅を決める際，長期化を見通して住環境を精査する余裕がなかっ

たことは明らかである。石川・小島（2014）は，震災前後の住環境評価を用いた共分散構造分析の結

果から，福島での住宅との比較評価は，避難先の間取りや広さの評価に影響を与えることを報告した。

また面積水準を下回る要因として，東京は平均年収 400 万以下，避難指示度の低い区域の影響がある

ことを指摘した。つまり避難指示度による賠償額の違いから経済的なことが影響した可能性がある。

借り上げ制度では，東京は家賃が 7 万 5 千円以下（5 人以上世帯は 10 万円以下）とされている。利便

性・広さは，家賃に反映されるため，住宅の選択に経済的な面が影響した可能性がある。

3　県外避難者の定住意向および住み替え意向について

1　借り上げ住宅居住者の現状
　東京都総務局（2008）の報告によると，都や出身県等に今後期待する支援策についての回答として

は，住宅に関する支援（827 件，54％）が最も多く，次いで健康や福祉に関する支援（661 件，44％）

となっている。本調査の 2014 年度では，避難者の住宅の家賃の支払い方法の割合で最も高かったの

は，埼玉・東京ともに借り上げ制度の利用である。埼玉は 44.1％ と 2013 年度より 5.5 ポイント減少

し，東京は 30.5％ と 2013 年より 3.6 ポイント減少している。また借り上げ住宅の制度は 1 年ごとの

更新となっているが，「この制度に不都合を感じている」と回答した割合が，埼玉 51％，東京 63％

であった。

図 3　最低居住面積水準未満の世帯の割合
避難者の声（自由記述から）

・狭い（6 畳 1 間）3 人で（60 歳男性）
・震災前に住んでいた住宅と違って面

積，環境の違いで子ども達の心のゆ
とり , バランスがとれないように感
じられる。（49 歳女性）

・子どもの成長につれ間取りが小さく
困る

・収納場所が少なく，ダンボールに衣
類を入れている（78 歳男性）

・住宅が狭い。そのため年老いた親が
遠方から訪ねて来ても泊れない（57
歳男性）

・のびのびとした生活が出来ない。農
家の家は大きいので都会の家にはな
じめない。（85 歳女性）

埼
玉

東
京

①福島での住宅

②避難先の住宅

③震災前の家族数で
集まった住宅

①福島での住宅

②避難先の住宅

③震災前の家族数で
集まった住宅

埼玉 2013 年

東京 2013 年

埼玉 2014 年

東京 2014 年

3.9%
2.3%

18.7%
14.0%

30.0%
22.1%

2.5%
7.7%

25.0%
15.9%

34.5%
26.5%
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2　借り上げ住宅居住者の定住意向および住み替え意向
　借り上げ住宅制度利用者を対象に，「あなたは現在の住宅に住み続けたいですか」という質問にた

いして，「借り上げ住宅が延長される場合」「低額有料となった場合」「正規家賃になった場合」と家

賃に 3 段階の変化の設定をして，4 段階評価（1. 住み続けたい～4. 住み替えたい）の回答を得た。その

結果を図 4 に示した。

　借り上げ住宅制度が延長される場合には，埼玉・東京も年度で意向に変化はみられなかった。延長

される場合を地域別に比較すると，東京は定住意向（住み続けたい＋どちらかというと住み続けたい）

が 61.1％，埼玉は 41.7％ と違いがみられた。家賃が正規家賃（有料）となった場合には，埼玉は年度

で変化がみられなかったが，東京は「住み替え意向（住み替えたい＋どちらかというと住み替えたい）」

の割合が 58.0％ であり 2013 年から 11.2 ポイント増加した。2014 年度の家賃が低額有料となった場

合の定住意向は，埼玉が 22.8％，東京が 47.7％ と違いがみられた。つまり低額有料となった場合，

図 4　借り上げ住宅世帯の意向（％）

避難者の声（自由記述から）

・借り上げ住宅制度はまだまだ続け
てほしい（1 年毎更新では不安で
たまらない）（59 歳女性）

・借り上げ住宅が，いつまで続くの
か？これがなくなると，生活費が
なくなってしまうので心配です。
長期で避難になるので落ちついて
生活できる環境に引越したい。

（50 歳男性）
・今の住んでいる都営住宅に，住み

続けたい。福島の住んでいた所は，
居住制限区域の為，住宅ローンも
残っている為，この近くに住める
よう考えている（59 歳男性）
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図 5　借り上げ制度利用の住宅居住者を対象にした意向モデル（2014年調査）

入居期間延長で無料

低額有料となった場合

全額有料となった場合 住み続け
たい

住宅の
評価

住環境総合
評価

住宅のまわ
りの評価

住宅の広さや間取り

通勤通学などの利便性

収納の多さ･使いやすさ

上下･隣の遮音性

住宅の断熱性･気密性

近隣とのコミュニティ

日常買い物･医療施設

最低居
住面積
判定

－1－1

－1.1/－1.1－1.1/－1.1

－.9/－.7－.9/－.7

－.3/－.3－.3/－.3
.3/.3.3/.3

－.2/－.3－.2/－.3 0/－.3＊0/－.3＊

.5/0＊.5/0＊

－.4/－.4－.4/－.4

0/.10/.1
0/.3＊0/.3＊

－3/0－3/0

－.2/－.3－.2/－.3
.1/.2.1/.2.3/0＊.3/0＊

.5/0＊.5/0＊
0/.20/.2

.2/.3.2/.3

－.6/－.9－.6/－.9

－.6/－.5－.6/－.5

埼玉 /東京 ｐ＜0.5
埼玉 /0　　 ｐ＜0.5
0/ 東京

＊東京･埼玉の差　ｐ＜0.5
Ｘ2＝120,227，df＝.96，RMSEA＝0.027，CFI＝0.989
※数値は非標準化推定値，残差相関は非表示

.5/.4



福島原発事故による県外避難者の住環境評価と意向 273

埼玉は住み替え意向の割合が高く，東京は定住意向の割合が高かった。

　石川・辻内・増田・小島（2014）は，借り上げ制度利用者のどのような住環境評価項目が住み続け

たい意向に影響するかの要因を検討するため，埼玉・東京別による多母集団同時の共分散構造分析を

行った（図 5）。その結果，埼玉・東京も「住宅の広さ」「近隣とのコミュニティ」が潜在因子の「住

み続けたい」意向に与える影響が大きいことを報告した。また東京の避難者は「通勤・通学などの利

便性」が「住み続けたい」意向に直接影響することを指摘した。

3　年代の違いによる住み替え意向について
　2014 年度調査の回答者全員を対象とし，住み替え意向の目的の基本軸を明らかにするために対応

分析を行った（図 6）。対象とした属性は，年代（20～

80 代），性別，地域別（埼玉・東京），家族数の変化，

意向目的 26 項目，居住希望地域（現住所から福島の自

宅まで 6 段階），放射線被ばくの心配度（ra10 段階）で

ある。なお，意向目的は第 1 位，第 2 位選択を合わせ

た回答である。対応分析は，測定項目と対象を同一空

間に位置づける分析方法であり，対応関係が高い項

目・対象が近くにプロットされる。

図 6　住み替え意向に関する対応分析
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（80 代以上）
高齢期の
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表 2　年代層別の特徴

子育て層
（20 代・30 代）

子育て環境を重視し，放射線被ば
くの心配が大きく，避難先の現住
所の近くまたは埼玉県・東京都内
への住み替え意向の年代層である。

働き盛り層
（40 代・50 代）

通勤・転勤など仕事中心の目的，
他に家族との同居，間取り変更に
よる意向決定の割合が高かった。
放射線被ばくの心配は大きく，福
島に戻らない選択の割合が高い。

高齢層
（60 代・70 代）

日常の買物，医療などの利便の向
上を重視し，放射線被ばくの心配
は分散し，住み替えたい地域も分
散している。

後期高齢層
（80 代）

高齢期のくらしやすさ，介護など
の目的が優先され，放射線被ばく
の心配は低い傾向にあり，福島に
戻りたい割合が高い。

避難者の声（自由記述から）

・子ども世帯は戻らなくていいくらいの事
を言ってほしい。原発の重なるミス，絶
対に戻ろうとは思わない（33 歳女性）

・福島県には帰れないと思っています。子
どもは小さいし，除染も終わっていない
し，汚れたところで生活したくありませ
ん（44 歳女性）

・本当は帰りたいが，子どもが小さいので
帰れない！しかし，自分の生まれた所な
ので大好きです。（36 歳男性）

・高齢のため 1 日も早く帰りたい（88 歳男
性）

・帰還しても一人で生活していけない。今
後，浪江にある住居がどうなるのか，心
配！！（71 歳女性）
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　分析の結果，第 1 軸（縦軸），第 2 軸（横軸）と主要な 2 軸が見いだされた。縦軸（寄与率 49％）は

「年代」に沿っており，また，「福島に帰りたい（負方向）」「福島に帰れない（正方向）」を分ける軸と

解釈された。一方の横軸（寄与率 16％）は，住宅に関する意向の決定が「快適重視（負方向）」と「安

心安全重視（正方向）」の傾向がみられた。この 2 軸にプロットされた各要素から検討すると，縦軸

の年代別により各要素が大別されたと解釈できた。年代別の特徴を表 2 に，対応分析結果の成分第 1

軸スコアの順に並べ替えた年代別の主な意向目的を図 7 に示した。これらの結果から，子育て層は放

射線被ばくの心配が大きく子育て環境を重視して福島に帰らない選択をしている。高齢層は，放射線

被ばくの心配よりも介護など日常の生活が優先され福島に戻りたい割合が高いことがわかった。岩井

（2014）の調査でも本稿と同様に，福島の帰還困難区域の人口割合にかかわらず，世帯の年齢が若い

ほど「戻らないと決めている」世帯が多いとの報告がある。自由記述からみられるように，帰還につ

いては「震災前の生活に戻れるなら戻りたい」が本心である。しかし「帰りたいけど帰れない」「帰

りたくないが帰らざるをえない」選択をせざるをえない現状が伺えた。

4　長期化した県外避難者の住まい再建に向けた課題

　東日本大震災は，福島原発事故にまで発展し，県外避難者を生み出したことは，これまでの自然災

害とは大きく異なると言える。震災後 3 年たって，被災者が新たな住環境に適応するには，相当の困

難を伴った暮らしが伺えた。県外避難者の住環境評価及び意向の調査結果から，大規模災害時におけ

る再建に向けた今後の課題を，提言を含めて示す。

図 7　意向目的に関する対応分析の成分と年代別による割合
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意向の目的 C1 C2
子育て環境 0.63 0.29
就職・転勤 0.43 0.05
通勤・通学 0.41 0.00
家賃負担の軽減 0.28 -0.06
間取り使いよい 0.15 -0.02
契約期限切れ対応 0.13 -0.17
親から独立 0.13 0.14
日照の改善 0.06 -0.14
住宅広く 0.05 -0.07
退職後の生活 0.00 -0.28
親・子と同居 -0.04 -0.02
緑など環境改善 -0.05 -0.19
住宅改修 -0.09 -0.20
資産の形成 -0.10 -0.19
趣味の住まい -0.15 -0.38
災害の安全 -0.19 -0.12
日常の買い物 -0.29 0.00
介護しやすい -0.34 0.24
高齢暮らしやすい -0.41 0.22
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1　住環境の評価について
　避難先の住宅の不満は続いている。離散した家族は 5 割おり，そのため離れ離れになった家族が集

まり団欒するスペースがない不満，子どもの成長による広さの不満などの声があげられた。このよう

に避難の長期化によって，交流とプライバシーのバランスのとれない生活は，離れて暮らす家族・同

居する家族との関係に影響を与えていると考えられた。

　住宅のまわりの利便性などの評価は，一般の人の評価と大きな違いはみられなかった。福島より東

京・埼玉が交通などの利便性の評価がよいのは当然である。住宅の広さや間取りに不満だが，通勤通

学などの利便性に満足な避難者が 4 割いる。このことから避難先の決定は広さよりも，離散した家族

の再会，通勤・通学など生活のために利便性を優先せざるをえなかった現状が伺えた。また利便性・

広さは，家賃に反映されるため，住宅の選択に避難者の経済的な面が影響した可能性も考えられた。

　避難の長期化は，転居回数 4 回以上，住宅の不満から家族関係まで様々な問題を引き起こしている。

長期が予想される場合は，災害救助法の供与期間を見直し，現在の借り上げ住宅制度の居住人数と家

賃との対応基準に加えて，離散した家族や子どもの年齢が配慮された間取り・広さの選択が可能な家

賃となる施策を検討する必要がある。

2　県外避難者の意向
　借り上げ住宅居住者は，「定住」「住み替え」の意向が家賃の支払い方法により分かれることがわか

った。また年代によって放射線被ばくの心配，意向目的が異なり，若年層は避難先に住み続けたい意

向がみられ，高齢になるにつれ福島に戻る意向を示すことが明らかになった。

　借り上げ制度は，1 年ごとに延長され 28 年 3 月までの供与期間となっている。しかし帰還につい

ては，福島県外から県内への借り上げ住宅へは認められているが，県外への住み替えは基本的に認め

られていない。長期化している実態を踏まえ，雇用の確保や収入が大前提ではあるが，子どもの環境，

放射線被ばくの心配，生活のための利便性など個別の事情が配慮される必要がある。

　県外避難者のニーズに即した将来の見通しを立てられる「安定的な定住」または「住み替え」の選

択を可能とする施策の見直しが今後の課題である。

付記　　本稿は，石川・小島（2014），石川・辻内・増田・小島（2014）の内容をもとに分析・考察を追加
し再編したものである。
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